
平成 29 年２月 16 日 

全 国 市 長 会 

 

 

地方大学の振興及び若者雇用等について 

 

地方大学の振興及び若者雇用等に関する有識者会議における検討にあたっては、 

下記について十分にご配慮いただき、丁寧に検討していただくよう意見申し上げる。 

 

記 

 

１ 地方大学の振興等について 

（１）地方大学における入学定員充足率に係る基準の緩和について 

私立大学等経常費補助金の交付基準について、全国一律の適用ではなく、地域

要件を設けるなど、地方大学における入学定員充足率に係る基準を緩和すること。 

 

（２）国立大学運営費交付金の確保など地方大学の運営基盤の充実について 

地方の国立大学等の行う地方創生に資する取組が弱まることがないよう、地方

大学の運営基盤の充実を図ること。 

 

 

２ 東京の大学の新増設の抑制のあり方及び地方移転の促進について 

地方から東京への人口流出に歯止めをかけるため、大学の東京一極集中の是正

に取り組むこと。 

  

 

３ 地方における若者の雇用機会の創出について 

地域の実情に応じた雇用創出及び求職者支援等の雇用対策を充実するとともに、

都市自治体が実施する雇用・就業対策について財政支援を講じること。 

 

 

４ 東京圏の若者のＵＩターン就職の促進について 

卒業後の地方での就職・定住に繋げるため、地方大学等の運営基盤を充実する

こと。また、首都圏の学生の地元就職を促進するよう、インターンシップ制度や

奨学金減免制度など、地方への就職を支援すること。 


